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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「熱技術を核として新しい価値を創造し、これを通じて社会に貢献するとともに企業の繁栄と社員の幸福を実現する」との経営理念で、株
主、顧客をはじめとする様々なステークホルダーから評価・信頼される事業活動を行い、継続的に企業価値を高めていくことを経営の基本方針とし
ております。

この基本方針に則り、コーポレート・ガバナンスを充実し、経営の透明性を高め、適法性を確保し、経営効率の向上に努めています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、上記の基本的な考え方に基づき、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ いわゆる政策保有株式】

（政策保有に関する方針）当社の企業価値は、高度な研究開発力を活かした独自の熱技術や、高品質な商品開発力、さらに内外の顧客の幅広い
ニーズに対する機敏な対応力にあり、これらを支える様々な取引先との協力関係が不可欠と考えております。このため、当社は事業戦略や重要
な取引先との協力関係を総合的に勘案し、中長期的な視点に立ち、政策保有株式を保有しております。

（政策保有のねらい・合理性）

保有継続の是非につきましては、個々の企業ごとに、取引内容に応じて、中長期的な経済合理性や将来の見通しを総合的に勘案し、検証してお
ります。保有意義が希薄化した株式については、売却を含めた保有の是非を取締役会において決定いたします。

（議決権行使に関する基本方針）

議決権の行使については、定型的・短期的な基準で画一的に賛否を判断するのではなく、当該企業の経営方針・戦略等を理解したうえで、中長期
的に企業価値向上、株主還元向上に繋がるかどうか等の視点に立って、個々の議案ごとに判断を行っております。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

当社は、役員との利益相反取引について、取締役会規則および取締役会決議基準に基づき、取締役会での承認・報告等、会社法に定められた
手続きを遵守しております。

【補充原則２－４－１ 中核人材の登用などにおける多様性の確保】

＜多様性の確保についての考え方＞

産業構造変化の大きなこの時代において、経営理念達成のためには、従来よりも多様な発想や視点、そして価値観を持った人材の採用が重要で
あり、性別、国籍、キャリアにおいて幅広く優秀な人材を積極的に受け入れ、これらの人材がより活躍できる人事制度や職場環境を整備してまいり
ます。特に技術系の職種の割合が多い当社においては、これまで管理職を含む女性社員の割合は低かったものの、今後多様性の確保は極めて
重要ととらえ、まずは女性の新卒採用割合を増やし社員全体における女性社員割合も増やし、在籍女性社員からの積極的な管理職登用を行って
いくのに加え管理職クラスの女性中途採用を増やすことにより女性管理職の増加を目指します。外国人管理職の比率についても今後向上を目指
していきます。また当社は従前より中途採用者の管理職比率は24.1％と一定の水準を維持しており、今後もこの水準を上回るよう目指していきま
す。これらのことを総合的に実施し、将来的な女性管理職、外国人管理職、中途入社管理職を合わせた比率を30%とすることを目指し、管理職層
の多様性確保を実現してまいります。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標、その状況＞

項目　　　　　　　　　　　　　　　現状　　　　　　　　目標　　　　　　　　　　　達成時期

女性管理職比率＿＿＿＿＿０．９％┐

外国人管理職比率＿＿＿＿０．９％├ 合計管理職比率30％以上 2026年3月末

中途採用者管理職比率＿_２４．１％┘

合計＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ２５．９％　　　　　　　　　　　　　

*管理職は労基法上の管理監督者に該当し、部長相当クラス、課長相当クラスの合計。*管理職比率は国内・海外グループ会社出向者を含めた

数値にて算出。

*現状は2022年４月時点の実績。

＜多様性の確保に向けた人材採用・育成方針、社内環境整備方針と取組内容＞

方針①多様性を重視した採用と女性従業員のキャリア形成支援

・新卒・中途を両輪とする採用活動の継続

・新人事制度による一般職社員の総合職への移行及び移行女性社員に対するキャリア研修実施

方針②チャレンジする多様な人材の育成、積極登用、職場環境整備



・新人事制度による、チャレンジする人材を優遇する評価制度、優秀な社員の積極的な管理職登用

・アンケートの実施による柔軟な働き方の推進や職場環境整備の継続実施

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

年金の運用体制としては、人事総務部に年金担当を置き、財務担当の役員とともに、運用受託機関のモニタリングを随時行っております。また、一
部、確定拠出年金制度を導入しており、従業員に対して、資産運用に関する研修も行っております。

【原則３－１ 情報開示の充実】

（経営理念、コーポレートガバナンスに関する考え方・基本方針）

当社は「熱技術を核として新しい価値を創造し、これを通じて社会に貢献するとともに企業の繁栄と社員の幸福を実現する」との経営理念を、1986
年10月に制定し、株主、顧客をはじめとする様々なステークホルダーから評価・信頼される事業活動を行い、継続的に企業価値を高めていくことを
経営の基本方針としております。この基本方針に則り、コーポレートガバナンスを充実し、経営の透明性を高め、適法性を確保し、経営効率の向上
に努めております。

（経営戦略、経営計画）

中長期においても当社グループを取り巻く社会・経済環境は急激かつ大幅に変化することが予想されます。このような経営環境の下、自らの変革
を実現し、持続的成長を達成するため、中期経営計画「Chugai Ro Break Through(CBT)2022-2026」を策定しております。経営ビジョン2026「自ら変

革し、カーボンニュートラル技術で未来をひらく！」を掲げ、（１）カーボンニュートラルを中心に新市場の創出、（２）既存商品のニーズ適合ブラッ
シュアップで拡販と利益向上、（３）働きがいのある職場作りの３つの重要戦略にて計画を実行します。戦略推進のための設備投資や人的資本の
投資など経営資源の配分も見直し、最高級の設備とサービスを提供し得る強靭な体制を構築します。熱技術を取り扱う工業炉設備メーカとして社
会的使命である2050年カーボンニュートラルへ貢献する先進企業を目指してまいります。さらには、コーポレートガバナンス・コードの原則を踏ま
え、企業統治体制の確立と経営の透明性・効率性の向上を目指し、更なる企業価値の向上や連結経営基盤の強化・拡充を志向し、株主の皆様へ
の還元拡充にも努めてまいります。

詳細は、当社ウェブサイト（https://chugai.co.jp/ir_mid_plan/）の中期経営計画をご参照下さい。

（経営陣幹部の選解任および取締役・監査役候補者の指名）

経営陣幹部の選任および取締役・監査役候補者の指名については、優れた人格と見識を有し、経営判断能力及び経営執行能力に優れ、担当業
務に卓越した専門性を有するなど、当社が定めた選任基準により、指名委員会からの答申にもとづき、取締役会で審議の上、決定します。経営陣
幹部の解任については、法令・定款違反や当社の企業価値を著しく毀損する行為など、客観的に解任が相当とされる場合において、指名委員会
からの答申にもとづき、取締役会で審議の上、決議します。なお、監査役候補者の指名については、取締役会の審議を踏まえ、監査役会の同意を
経て、決定しております。

（個々の指名についての説明）

取締役・監査役候補者の個々の指名についての説明については、2017年3月期の第75期定時株主総会より、「株主総会招集ご通知」参考書類に
記載しております。

【補充原則３－１－３ サステナビリティについての取組み】

当社のサステナビリティ方針は、経営理念として掲げている「熱技術を核として新しい価値を創造し、これを通じて社会に貢献するとともに企業の
繁栄と社員の幸福を実現する」と同義と考え、当社グループの強みを活かした事業活動を通じてＥＳＧ課題への取組みを推進しています。取組み
内容については、脱炭素技術の開発や職場環境の改善の取組みも含め、中期経営計画書の中で開示しております。

気候変動に係るリスク及び収益機会の影響については、気候変動問題に対するソリューション提供が、当社グループの果たす社会への貢献、責
任と捉え、事業の重要戦略として議論の上、TCFDへの取組みを策定しています。

TCFDへの取組みの詳細は、当社ウェブサイト（https://chugai.co.jp/ir_mid_plan/）の中期経営計画をご参照下さい。

【補充原則４－１－１取締役会の役割・責務】

取締役会は「取締役会規則」において自己の決議事項を定め、経営の基本方針ならびに法令で定められた事項や、その他の経営に関する重要
事項を決定するとともに、取締役ならびに執行役員による業務執行状況を監督する機関と位置付けております。また、執行役員制度の採用によ
り、必要な権限を委譲し意思決定のスピードアップと責任の明確化を図っておりますが、状況に応じて取締役が執行役員を兼務することにより、経
営と現場の連携を図っております。

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

社外取締役および社外監査役については、高い識見と能力を有し、当社取締役会に多様な視点を取り入れる観点から、広範な知識と経験及び出
身分野における実績を有することを基本的な考えとして候補者を決定しております。また、その独立性については、会社法上の要件に加え、東京
証券取引所の定める要件を参考にするとともに、当社独自の基準を定めており、以下のすべてに該当しないことを独立性充足の条件としておりま
す。

1)現在または最近５年間で、当社の総議決権の５％以上の議決権を保有する大株主またはその業務執行者

2)現在または最近５年間で、当社グループの主要な取引先の業務執行者

3)現在または最近５年間で、当社グループの監査業務を担当している者

4)当社から、当社役員報酬以外に、過去３年平均にて、年間1,000万円を超える報酬を得ている者

5)上記のいずれかに掲げる者の配偶者または２親等以内の親族

6)当社グループの取締役、監査役、執行役員、その他の使用人、の配偶者または２親等以内の親族

【補充原則４－１０－１ 指名委員会・報酬委員会】

当社は取締役会の諮問機関として、過半数が社外役員で構成される指名委員会および報酬委員会（委員長：社外取締役）を設置しており、取締
役会の諮問に基づき、各委員会において以下の事項を審議・答申しております。

（１）指名委員会

　　①社長・取締役・執行役員の選任および解任に関する事項

　　②上記を審議するために必要な基本方針・基準・規則および手続等の制定・変更・廃止

　　③社長・取締役の後継者計画ならびに育成計画に関する事項

　　④スキルマトリックスの検証ならびに改訂に関する事項

　　⑤その他、取締役候補者の選任および取締役の解任に関して委員会が必要と認めた事項

（２）報酬委員会

　　①取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針

　　②取締役・執行役員が受ける個人別の報酬等の内容

　　③取締役・執行役員の個人別の業績目標設定ならびに実績評価



　　④上記を審議するために必要な基本方針・基準・規則および手続等の制定・変更・廃止

　　⑤その他、報酬に関して委員会が必要と認めた事項

【補充原則４－１１－１ 取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性および規模に関する考え方】

当社の取締役会は総数８名で、経営全般、管理関係、営業関係、生産技術関係に加え、豊富な企業経営経験や高度な専門分野の経験を持つ社
外取締役3名（うち女性1名）を含め、高い見識、豊富な経験、専門性等を総合的に勘案し構成されております。なお、取締役ではありませんが、監
査役で外国人１名を選任しており、取締役会の審議では十分意見が反映できるよう配慮しております。

【補充原則４－１１－２ 取締役・監査役の他の上場会社の役員との兼任状況】

取締役・監査役の主要な役員兼任状況については、「株主総会招集ご通知」の事業報告にある「会社役員に関する事項」に記載しております。

【補充原則４－１１－３取締役会全体の実効性についての分析・評価】

当社は、すべての取締役及び監査役に対し、「取締役会の構成及び運用状況」「取締役会の機能の発揮」「社外取締役及び社外監査役に対する
支援体制」「監査役の役割に対する期待」「株主、ステークホルダーへの対応の実効性」についてアンケート形式による自己評価を実施し、分析・
評価の結果、当社取締役会全体において、実効性は確保できていることを確認いたしました。一方で、取締役会としての監督機能の強化や内部
統制に関する事項やリスク管理体制の整備・運用についての改善が必要との指摘がありました。今回の評価結果を踏まえ、今後とも、取締役会の
実効性の向上に努めてまいります。

【補充原則４－１４－２ 取締役・監査役のトレーニング】

当社では、取締役・監査役に対し、期待される役割や責務を果たすために必要とされる資質・知識の修得の為、社内外講師による講習会や外部
セミナー等、継続的に研修の機会を設けています。また、新任社外役員については、会社概要、企業理念、当社を取巻く経営環境、コーポレートガ
バナンス等に関する研修を、就任後に実施しております。

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、「中外炉工業グループ企業行動規範」に基づき、株主・投資家に対して公平かつ適時適切な情報開示を積極的に行います。また、持続的
な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主・投資家との間で建設的な対話を行います。

（１）情報開示の基本姿勢

上場企業は株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備を行う
べきであるとの基本姿勢のもと、当社は法令に基づいた適時適切な開示を投資家保護や資本市場の信頼性確保の観点から不可欠な行動と認識
し、金融商品取引法、その他の法令及び株式会社東京証券取引所（以下、東証）の定める有価証券上場規程に則って情報開示を行っておりま
す。また、法定開示や適時開示に該当しない情報であっても、当社が重要であると判断した情報は、公平かつ迅速に開示いたします。

（２）株主・投資家との対話に関する体制

IRは経営の重要事項のひとつであるとの認識のもと、経営幹部、社外取締役を含む取締役または監査役が株主・投資家との対話に積極的に参加
いたします。

また、IR担当部署を管掌する経営幹部が株主・投資家との対話の主体となり、IR担当部署をはじめとする経営企画、人事、総務、経理を担う部門
との連携を統括する体制としています。

（３）株主・投資家との建設的な対話

株主・投資家からの対話は合理的な範囲でIR担当部署を管掌する経営幹部が対応し、双方向の良好な対話に努めます。株主に対しては、対話を
する場を設けるとともに、適時開示情報とあわせ、当社ウェブサイト等の手段によって、株主・投資家の皆様とのコミュニケーションの充実に努めま
す。海外投資家に対しては決算短信、招集通知の英訳を掲載し、情報提供を行います。

また、アナリスト・機関投資家向け決算説明会では代表取締役をはじめ経営幹部が決算・事業戦略について説明を行うなど建設的な対話の確保
に努めます。

なお、株主・投資家との対話で寄せられた意見は必要に応じて代表取締役さらには取締役会にて報告し、経営戦略に活用します。

（４）対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策当社では株主・投資家をはじめとするステークホルダーへ公平かつ適切な情報開示を
行うため、フェア・ディスクロージャー・ルールの趣旨に則り、社内規程として、インサイダー取引規則のほか、法令・規則の遵守、透明性、適時性、
公平性、継続性、機密性を基本原則とする情報開示関連項目を含むグループ行動規範を定め、これらを遵守すると共に、各役職員への徹底を
図っています。また、決算情報の漏洩を防ぎ公平性を確保するため、決算に係わるコメント、ご質問への回答を制限する期間を設けています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 792,200 10.32

第一生命保険株式会社 381,000 4.96

株式会社りそな銀行 380,600 4.96

中外炉工業関連企業持株会 237,369 3.09

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 214,700 2.80

株式会社錢高組 175,090 2.28

日本生命保険相互会社 142,152 1.85

株式会社みずほ銀行 129,902 1.69

株式会社山電器 126,700 1.65

中外炉工業従業員持株会 122,269 1.59



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

野村 正朗 他の会社の出身者 △

佐藤　良 他の会社の出身者 ○

辻本　要子 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

野村 正朗 ○ 学校法人帝塚山学院理事長

元新日本理化株式会社取締役会長であり、企
業経営者としての豊富な経験と幅広い知見を
生かした経営全般の監視と有効な助言を期待
して、社外取締役に選任しております。

佐藤　良 ○ 当社顧問

元ダニエリ エンジニアリング ジャパンの代表取

締役であり、プラント事業に関する豊富な経験
を生かした経営全般の監視と有効な助言を期
待して、社外取締役に選任しております。

辻本　要子 ○ ―――

システム部門並びに監査部門に長く携わり、専
門的知見と豊富な経験を有しており、こうした
豊富な知識と経験を生かした経営全般に関し
て有効な助言を期待して、社外取締役に選任し
ております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役および執行役員の指名や報酬に関する決定プロセスにおいて、社外役員の関与・助言の機会を適切に確保することにより、客観
性および透明性を高め、コーポレートガバナンス体制の一層の充実・強化を図ることを目的として、独立した「指名委員会」および「報酬委員会」を
設置しております。なお、両委員会における「その他」の委員は社外監査役であります。



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社の監査役は、内部監査部門である内部監査室から監査計画や監査の実施状況などにつき、定期的に詳細な報告を受け、相互に意見交換を

行うなど緊密な連携体制を構築しております。 また、会計監査人から監査計画、監査事項の内容や結果等の報告を受けるとともに、必要に応じ

て適宜情報の提供、交換を実施し、相互に効率的かつ効果的な監査が行えるよう努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

碩　省三 弁護士 ○

ポール・チェン 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

碩　省三 ○
弁護士法人御堂筋法律事務所パートナー

株式会社椿本チエイン社外監査役

弁護士としての専門的知見および企業法務に
関する豊富な経験を当社の監査に活かしてい
ただくため、社外監査役に選任しております。

ポール・チェン ○ ―――
大学教授としての豊富な学識経験を基にした
客観的観点から経営全般の監視と有効な助言
を期待し、社外監査役に選任しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績連動報酬の算定方法

１．業績等連動部分は、事業年度ごとに以下の指標に基づいて算定する。

(1) 代表取締役・役付取締役：連結営業利益率

(2) 業務執行取締役：　①目標営業利益額および目標受注額の達成度合

　　　　　　　　　　　　　　 ②重要な単年度課題および中期事業運営の推進状況

２．業績等連動部分の額は、役位に応じて、基本報酬の概ね0～70％の範囲内で変動するものとする。

３．個人別報酬額の業績等連動部分の額については、取締役会の諮問機関として設置された、委員の過半数が社外役員で構成され、社外取締
役を議長とする報酬委員会での審議・答申を経て、取締役会で決定する。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2022年3月期における当社の取締役および監査役に対する報酬は以下のとおりであります。

取締役　143百万円

監査役 　48百万円

計　　　　191百万円

（うち社外役員31百万円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



当社は期間業績を反映し、取締役報酬を決定しております。なお、役員の報酬限度額につきましては、平成19年6月28日開催の第65期定時株主
総会決議により、取締役「月額27百万円以内」、監査役「月額6百万円以内」とされております。

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、その概要は以下の通りとなります。

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際し
ては、職制上の地位・職務の内容・業績・社会情勢等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

２．役員報酬の種類と構成

当社の取締役の報酬は金銭による月例の固定報酬とし、代表取締役・役付取締役および業務執行取締役の報酬は、役位に応じた基本報酬部分
と業績等連動部分により構成する。

監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみとする。

３．取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

１）固定報酬のうち、基本報酬部分は、役位・職責に応じて、他社水準・当社の業績・従業員給与の水準等を総合的に勘案して決定する。

２）固定報酬のうち、業績等連動部分は、事業年度ごとに以下の指標に基づいて算定し、毎年７月に改定する。

(1) 代表取締役・役付取締役：連結営業利益率

(2) 業務執行取締役：

①目標営業利益額および目標受注額の達成度合

②重要な単年度課題および中期事業運営の推進状況

３）業績等連動部分の額は、役位に応じて、基本報酬の概ね0～70％の範囲内で変動するものとする。

４．取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定方針

基本報酬部分に業績等連動部分を加えた合計額を年俸として、毎年７月に改定し、１２等分を月例の固定報酬として支給する。

５．決定の方法

取締役の個人別報酬額については、前述方針に基づいた原案を作成し、取締役会における決定事項の独立性、透明性を高める為に、取締役会
の諮問機関として設置された社外取締役を議長とする報酬委員会での審議・答申を経て、取締役会で決定する。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役および社外監査役に対する情報伝達は秘書が担当し、必要に応じて内部監査部門が補助できる体制を構築しており、随時個別案件
ごとに事前の情報提供を行い、課題認識の共有化を図っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

谷川　　正 名誉会長
経営陣の求めに応じ、経験に基づ
く助言を行っております。

非常勤、報酬有 2016/06/24 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

会社の機関としては、重要な業務執行の意思決定・監督を担う取締役会、的確・迅速な業務執行を担う執行役員制度、さらに監査役会及び会計
監査人を設置しています。取締役が執行役員を兼務することにより、経営と現場の連携を密にし、意思決定の迅速化を図っております。

取締役会は、代表取締役社長を議長とし、取締役・監査役の出席のもと、原則として毎月１回開催し、経営方針等会社の業務執行上の重要な事
項に関する意思決定を行うとともに、取締役及び執行役員その他経営幹部から業務執行状況の報告を受け、経営業務の執行が適正に行われる
よう監視・監督しています。

また、取締役会に占める社外取締役の比率を３分の１以上とすることにより、経営に対する監督機能の強化を図っております。



指名・報酬委員会は、取締役及び監査役で構成し、委員の過半数を、社外取締役及び社外監査役としています。また、同委員会の議長について
は、社外取締役とし、取締役会の決議により選定されます。

執行役員制度を導入し、８名（うち、取締役兼務４名）が選任されております。これにより、取締役の「経営の意思決定及び監督機能」と執行役員の
「業務執行機能」を分け、責任の明確化と意思決定の迅速化を実現しております。

監査役会は、現在４名の監査役により構成され、その内、半数以上は社外監査役であり、また財務・会計に関する知見を持つ監査役を１名選任し
ています。原則として毎月１回開催し、取締役の職務執行の監査に関する重要な事項について、各監査役から報告を受け、協議を行い、決議を
行っています。

監査役及び監査役会は、能動的・積極的に権限を行使して取締役会において意見を述べ、業務監査・会計監査に関わる役割・責務を果たします。
監査役は、取締役及び社長その他の執行役員等と適宜意見交換を行い、経営に係る重要な社内会議に参加し、監査業務の遂行により得た知見
や自らの職務経験等も踏まえ、重要な経営課題に対する業務執行の状況とその結果について客観的に評価し、必要に応じて取締役・取締役会に
助言を行っています。社外監査役は、原則毎月１回開催される監査役会に出席し、そこで他の監査役から監査結果の報告を受け、情報共有を
図っています。

社長直轄で組織上独立した内部監査室は、各事業部やグループ会社の業務執行について監査を実施し、評価と提言を行うとともに、監査役に報
告することとし、内部統制及び監査役機能の維持・強化に努めております。また、『中外炉工業グループ行動規範』をグループ全役職員に配布し、
コンプライアンスや企業倫理の徹底を図っております。さらに、『コンプライアンス相談窓口』を社外に設置し、従業員からの通報ラインも確保してお
ります。

会計監査人については、ＰｗＣ京都監査法人と監査契約を締結しており、定期的に監査を受け、会計処理の正確性と透明性の強化に努めており
ます。なお、2022年３月期の会計監査業務を執行した公認会計士は、ＰｗＣ京都監査法人所属の中村源、野村尊博の2名であり、会計監査業務に
かかる補助者の構成は、公認会計士１名、その他７名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

実務に精通した取締役を主体とした取締役会における業務執行に関する意思決定機能を重視するとともに、業務執行に関する監督機能を強化す
るために３分の１以上の社外取締役を設置しております。さらに、取締役会の諮問機関として社外役員が過半数を占める指名・報酬委員会を設置
することにより、取締役等の指名及び報酬等の決定に関する透明性・客観性を高めております。また、監査役及び監査役会が取締役会から独立
した立場から監査を実施することにより、経営の監視体制は整備されております。。

以上の点から、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると判断します。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様に検討期間を持っていただくため、法定期限より１週間程度前に発送すべく努
力しております。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権行使制度を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」に参加して

おります。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（要約）の英訳版を作成しております。

その他 株主総会の招集通知をホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載

ホームページには、企業情報コーナーに社長メッセージを掲載しております。

加えてＩＲ情報コーナーには、中期経営計画、決算短信などの適時開示情報、
有価証券報告書、株主様向け報告書、株式および配当金情報、よくあるご質
問（FAQ）などを掲載しております。



IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部の中にＩＲ担当部署を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「中外炉工業グループ行動規範」において、社会・株主・顧客・取引先・協力先・従業員など

各ステークホルダーとの円滑な関係を構築すべく規定しており、ホームページにて公開して

おります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
品質環境方針を策定し、地球環境保全活動を推進することを基本方針として、社会に貢献
することとしております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法の規定に基づき、業務の適正を確保するための体制の整備について、取締役会で次のとおり決議し、内部統制システムの充実に

努めております。

(1)取締役（執行役員等を含む：以下同様）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1.コンプライアンス体制の充実及び強化を推進するため、具体的な行動指針を定めた「中外炉工業グループ行動規範」の遵守をすべての取締役

及び使用人に徹底し、問題の発生の未然防止に努めます。万一、問題が発生した場合には法令・規則に基づいた厳正かつ公平な基準で処置を

行います。

2.取締役の職務執行については取締役会が監督するとともに、監査役会の定める「監査役監査基準」に従い監査役が監査を行います。使用人の

職務執行については、就業規則に則り適正な措置を行うと同時に、執行部門から独立した内部監査室が内部監査を計画的に実施し、法令・定款

に不適合となる事態を早期に発見し未然防止に努めます。

3.法令や企業倫理に反する行為を防止・是正するために、内部通報制度として社外の第三者機関に「コンプライアンス相談窓口」を設け、適切に

運用します。

4.市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引への介入を徹底的に排除するとともに断固たる姿勢で臨み、一切の関
係を遮断するという基本的な考え方を「中外炉工業グループ行動規範」に定め、グループ全役職員に周知するとともに遵守の徹底を図ります。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、取締役会規則・稟議規定・企業秘密管理規定等に基づき、保存・管理を行い、必要に応じて監査役、

会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態で管理しています。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の事業運営に伴うリスクの管理については、法令遵守、品質、与信、事故、情報セキュリティ、災害などの個別のリスクに係る担当部署にお

いて、過去に当面した事例等を基に、それらの回避方法、対処手順、代替予備手段の準備等により軽減・回避措置を実施します。また、不測の事

態が発生した場合は、必要に応じ対策本部を設置するなど迅速な対応を行い、損害の拡大防止に努めます。さらに、内部監査室が、個別のリス

ク対応の適切性や有効性を検証してリスク管理の実効性を確保いたします。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1.重要な経営事項についての審議機関として取締役会を月1回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、その審議を経て意思決定

を行います。また、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行の監督機能強化を図るため、執行役員制度を採用し、経営の効率化に努めてい

ます。

2.経営計画の策定により業務目標を明確化し、四半期毎の業務執行報告会で進捗状況の検証を行います。

(5)当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

1.子会社においても「中外炉工業グループ行動規範」の遵守を徹底し、グループ全体が同等の水準のコンプライアンス経営を実践するよう努めま

す。また、内部通報制度である「コンプライアンス相談窓口」をグループ全体を対象とした制度として位置付け、適切に運用します。

2.経営計画には子会社を含むグループ全体計画を網羅し、定期的な確認や報告または意見交換の場を持ち、子会社の取締役等の職務の執行が
効率的に行われることを確保するとともに、企業集団における業務の適正を確保します。

3.内部監査室は子会社の内部監査を実施し、法令・定款違反等の問題があると認めた場合には、直ちに監査役に報告します。

4.子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、(3）に記載した取組みの中で整備・運用します。

(6)監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

1.監査役が補助使用人の設置を求めた場合には、当社の使用人から監査役補助者を任命するものとします。監査役補助者の人事考課は監査役

が行い、監査役補助者の任命解任等については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役からの独立性並びに監査役の
指示の実効性を確保することとします。

2.監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととします。

(7)監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.取締役(取締役会)及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、使用人及びこれらの者から報告を受けた者は、当社及びグループの業務また
は業績に影響を与える重要な事項について、当社監査役に報告します。また、監査役から報告の要請があった場合には、これらの者は直ちに報
告を行います。

2.監査役は監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するものとします。

3.監査役は代表取締役と定期的な会合をもち、重要課題について意見交換及び必要な要請を行います。また、会計監査人、内部監査室と定期的



な会合をもち、監査の実効性・効率性を確保します。

(8)監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

監査役の職務の執行に係る費用の前払、支出した費用及び支出の日以後におけるその利息、負担した債務の債権者に対する弁済について、監
査役から請求があった場合には、これを支払又は弁済を行います。

(9)財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法に基づき、当社及びグループとしての財務報告に係る信頼性を確保するために、代表取締役社長を統括責任者として、基本方針
を決定し、必要かつ適切な財務報告に係る内部統制システムを整備・運用します。また、内部統制の有効性については、内部監査室が定期的に
検証し、その検証結果を、改善・是正に関する提言とともに、取締役会及び監査役に報告します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、取引への介入を徹底的に排除するとともに断固たる姿勢で臨み、一

切の関係を遮断するという基本的な考え方を「中外炉工業グループ行動規範」に定め、グループ全役職員に周知するとともに遵守の徹底を図っ

ています。

また、当社は、警察署や弁護士等の外部専門機関を通じ、情報収集に努めているほか、研修会や定例会にも参加して近隣企業とも連携を深めて

おります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

当社は、投資者に適時適切な会社情報を開示することを基本姿勢とし、金融商品取引法やその他関連法令及び証券取引所の諸規定に則り、正

確で公平な情報開示を行っております。

1.会社情報の適時開示に係わる情報取扱責任者は業務本部担当役員とし、当社及び子会社に係わる重要な情報は、業務本部担当役員に報告

される体制としております。

2.各部門長や子会社代表者は、迅速な情報収集と正確な情報判断に努めております。

3.情報取扱責任者は、収集された情報が証券取引所の適時開示規則で定められた開示基準に適合するかどうかを判断し、取締役会承認等の手

続きを経た上で会社情報の適時開示を行うこととしております。

4.情報開示は、株式会社東京証券取引所のTDnetを用いて行い、必要な場合は東京・大阪各取引所内の記者クラブへ資料配布すると共に、当社
ホームページにも遅滞なく掲載しております。



【参考資料：模式図】

選任/解任 選任/解任 選任/解任

報告

監査 報告

選任/解任 監査

選任/解任 監督

指示 連携

指示 監督 報告 報告

監査

指示 報告

助言

内部監査室

株　主　総　会

指名委員会 取締役会 会計監査人

諮問・答申 取締役8名 監査役会

報酬委員会 (うち社外取締役3名) 監査役4名

(うち社外監査役2名)

代表取締役

執行役員 コンプライアンス相談窓口

顧問弁護士

各事業部・グル－プ会社 顧問税理士



【参考資料：適時開示体制の概要(模式図)】

監査・出席

【外部連携機関等】

適時開示

報告

内部監査

東
京
証
券
取
引
所

顧問弁護士

会計監査人

監査役会

内部監査室 各部門長、子会社代表者

取締役会

代表取締役社長

業務本部担当役員

(情報取扱責任者)


